
本
文
中
に
記
載
が
な
い
も
の
は
、
原
則
と
し
て
、
対
象
＝
ど
な
た
で
も
、
費
用
＝
無
料
、
申
込
＝
不
要
（
定
員
の
記
載
が
あ
り
申
込
の
記
載
が
な
い
も
の
も
、
当
日
、
直
接
会
場
へ
）。
　
＝
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
　
＝
Ｅ
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
、
　
＝
地
区
市
民
セ
ン
タ
ー
、
　
＝
出
張
所
、

　
＝
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
、
　
＝
う
つ
の
み
や
表
参
道
ス
ク
エ
ア
、
　
＝
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
、
　
＝
市
民
活
動
セ
ン
タ
ー
。
　
＝
申
込
時
に
記
載
す
る
基
本
項
目
は
、
催
し
名
・
郵
便
番
号
・
住
所
・
氏
名
・
ふ
り
が
な
・
電
話
番
号
・
人
数
。

HP

区

参

コ

活

項目

出

涯

へ

は
く
し
詳

プ
イ
タ

Ｂ
へ

は
く
し
詳

プ
イ
タ

Ｃ
へ

は
く
し
詳

 本市以外の市区町村で住民税が課税さ
れている人で、次のいずれかに該当す
る人は、道路の管理・ごみ収集・小中
学校の運営・消防や救急などの行政
サービスを受けているため、課税の対
象となります。
■家屋敷課税　市内に住宅がある市外
への単身赴任者など。
■事業所課税　市内に事務所や事業所
がある市外居住の事業主など。
　該当する場合は、市民税課（市役所
２階）で申告をしてください。
■年税額　住民税の均等割。5,700円
（市民税3,500円＋県民税2,200円）。

住民税の家屋敷課税・
事業所課税をご存じですか

平成29年度の65歳以上の人の
公的年金に関わる

市民税・県民税の納付方法

ペイジー納付とは
　パソコンや携帯電話から
のインターネットバンキング
や銀行ＡＴＭを利用し、金
融機関の営業時間外でも
納付できます。ペイジーの
使い方など、詳しくは、次の
各 をご覧ください。
▽ペイジーの使い方　
http：//www.pay-easy.j
p/index.html
▽対応金融機関など　市
。

HP

HP

タイプB タイプA

普通徴収（納付書または口座振替）

ご確認ください タイプC

事
業
所
得
、
不
動
産
所
得

な
ど
の
所
得
が
あ
る
人

プ
イ
タ

A
へ

は
く
し
詳

※

所
得
内
容
や
年
齢
な
ど
に
よ
り
、２
つ
以
上
の
タ
イ
プ
で
納
付
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

均等割・
所得割と
もにかか
りません

均等割が
かかりま
すが、所
得割はか
かりません

▽扶養親族のいない
人で、前年中の総所
得金額等(※3)が35
万円以下
▽扶養親族のいる人
で、前年中の総所得
金額等が「35万円×
（本人＋控除対象配
偶者＋控除対象扶養
親族の数＋年少扶養
親族の数）＋32万円」
以下

▽今年１月１日現在、
生活保護法による生
活扶助を受けていた
▽障がい者、未成年
者、寡婦または寡夫
で、前年中の合計所
得金額(※2 )が125
万円以下

本市に家屋敷、
事業所や事務
所がある

均等割がかか
ります（左下の
図の家屋敷課
税・事業所課税
を参照）

　 円

こちらにも注目

今年１月１日現在、本市に住んでいた

本市への
納税義務
はありま
せん

均等割・所得割
ともにかかりま
す

スタートはい
いいえ

■平成29年度から引き続き、年金から引き落と
しになる人（継続）

12月 平成31年
２月

納付
方法

年金からの特別徴収（引き落とし）
全6回

仮　徴　収 本　徴　収

徴収月 ４月 ６月 ８月 10月

税　額
平成29年度の年税額の
半分の額を、3回に分け
て4・6・8月に引き落とし

年税額から仮徴収税額を
差し引いた残りの額を、3
回に分けて10・12月、平
成31年2月に引き落とし

■平成30年度から新たに(改めて)、年金から引
き落としになる人（１０月開始）

12月 平成31年
２月10月

納付
方法
納付・
徴収月

税　額
年税額の半分の額を、2回
に分けて6・8月に、納付書
または口座振替などで納付

6月
（1期）

8月
（2期）

普通徴収（納付書または
口座振替など）

年税額の残り半分の額を、
3回に分けて10・12月、平
成31年2月に引き落とし

年金からの特別徴収（引
き落とし）全３回

平成30年度の65歳以上の人の
公的年金に関わる

市民税・県民税の納付方法

ペイジー納付とは

タイプB タイプA

ご確認ください

納
付
書
や
口
座
振
替
で

納
め
て
く
だ
さ
い

会
社
な
ど
で
給
与

所
得
が
あ
る
人

原
則
、給
与
か
ら

差
し
引
か
れ
ま
す

年
金
所
得
が
あ
る
人

原
則
、年
金
か
ら

引
き
落
と
さ
れ
ま
す

　パソコンや携帯電話から
のインターネットバンキング
や銀行ＡＴＭを利用し、金
融機関の営業時間外でも
納付できます。ペイジーの
使い方など、詳しくは、次の
各　 をご覧ください。
▽ ペイジーの使い方　
http：//www.pay-easy.j
p/index.html
▽対応金融機関など　市
　 。

HP

HP

あなたはどのタイプ？

特別徴収（差し引きまたは引き落とし）

個人市民税・県民税は、前年１年間の
所得に対して、今年１月１日に住所のあ
る市町村で課税になります。均等な税
額である「均等割」と個人の所得に応じ
て課税になる「所得割」があります。
均等割・所得割が課税になるかは、下
の表で確認してください。

▽扶養親族のいない
人で、前年中の合計
所得金額が32万円
以下
▽扶養親族のいる人
で、前年中の合計所
得金額が「32万円×
（本人＋控除対象配
偶者＋控除対象扶養
親族の数＋年少扶養
親族の数）＋19万
円」以下

　市
民
税・県
民
税
に
つ
い
て
、ど
の
く
ら
い
ご
存
じ
で
す
か
。

　平
成
30
年
度
の
個
人
市
民
税・県
民
税
の
納
税・税
額
決
定
通
知
書

と
課
税
明
細
書
を
発
送
し
ま
す
。

　内
容
を
ご
確
認
い
た
だ
く
と
と
も
に
、意
外
と
知
ら
な
い
市
民
税・

県
民
税
に
関
す
る
知
識
を
深
め
て
み
ま
せ
ん
か
。

忘
れ
ず
に
納
め
ま
し
ょ
う

個
人
の
市
民
税・県
民
税

8

※1　平成30年4月1日現在。※2　合計所得金額　純損失、雑損失などの繰越控除前の総所得金額など
（※3）の金額。※3　総所得金額等　総所得金額（※4）、上場株式などに関わる配当所得の金額（分離課税）、
土地などに関わる譲渡所得などの金額、株式などに関わる譲渡所得などの金額、先物取引に関わる雑所得
などの金額、山林所得金額および退職所得金額の合計額（純損失、雑損失などの繰越控除後の金額）。

融
機
関
、
各
区
・
出
の
他
、
納

期
内
は
ペ
イ
ジ
ー
納
付
が
で
き

ま
す
（
右
の
記
事
参
照
）。
ま
た
、

納
期
内
は
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス

ス
ト
ア
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
、
郵

便
局
で
も
納
付
で
き
ま
す
。

　

た
だ
し
、
納
付
額
が
30
万
円

を
超
え
る
も
の
な
ど
バ
ー
コ
ー

ド
が
印
字
さ
れ
て
い
な
い
納
付

書
は
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト

ア
で
は
納
付
で
き
ま
せ
ん
。

　

便
利
で
安
心
な
口
座
振
替
も

ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

ど
う
や
っ
て
納
め
る
の
？

給
与
か
ら
差
し
引
き
で
き
な

く
な
っ
た
残
り
の
税
額
は
、
納

税
者
が
納
付
書
ま
た
は
口
座
振

替
な
ど
で
納
め
て
く
だ
さ
い
。

　

た
だ
し
、
次
の
場
合
を
除
き

ま
す
。
①
退
職
の
際
に
、
給
与

な
ど
か
ら
残
り
の
税
額
を
一
括

し
て
差
し
引
か
れ
る
②
会
社
な

ど
に
再
就
職
し
、
そ
こ
で
引
き

続
き
差
し
引
か
れ
る
。

　
普
通
徴
収

　

事
業
所
得
、
不
動
産
所
得
な

ど
の
所
得
が
あ
る
人
は
、
市
か

ら
送
付
す
る
納
付
書
ま
た
は
口

座
振
替
な
ど
で
納
め
て
く
だ
さ

い
。納

税
・
税
額
決
定
通
知
書
や

課
税
明
細
書
は
い
つ
届
く
の
？

　

65
歳
未
満
の
人
（
※
1
）
は

６
月
１
日
、
65
歳
以
上
の
人

（
※
1
）
は
６
月
12
日
に
発
送
予

定
で
す
。

い
つ
納
め
れ
ば
い
い
の
？

６
・
８
・
10
月
、
翌
年
１
月

の
年
４
回
払
い
、
ま
た
は
６
月

中
に
全
額
を
納
め
る
一
括
払
い

で
す
。

ど
う
や
っ
て
納
め
れ
ば
い
い

の
？市

内
に
本
・
支
店
の
あ
る
金

　

給
与
所
得
に
関
わ
る

　

特
別
徴
収

　
給
与
支
払
者
（
会
社
な
ど
）

が
、
税
額
を
６
月
〜
翌
年
５
月

の
年
12
回
に
分
け
て
、
毎
月
給

与
支
払
い
の
際
に
納
税
者
の
給

与
か
ら
差
し
引
き
、
納
税
者
に

代
わ
っ
て
納
め
ま
す
。

退
職
な
ど
で
、
給
与
の
支
払

い
を
受
け
な
く
な
っ
た
場
合
は

ページ番号
1003611
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 本市以外の市区町村で住民税が課税さ
れている人で、次のいずれかに該当す
る人は、道路の管理・ごみ収集・小中
学校の運営・消防や救急などの行政
サービスを受けているため、課税の対
象となります。
■家屋敷課税　市内に住宅がある市外
への単身赴任者など。
■事業所課税　市内に事務所や事業所
がある市外居住の事業主など。
　該当する場合は、市民税課（市役所
２階）で申告をしてください。
■年税額　住民税の均等割。5,700円
（市民税3,500円＋県民税2,200円）。

住民税の家屋敷課税・
事業所課税をご存じですか

平成29年度の65歳以上の人の
公的年金に関わる

市民税・県民税の納付方法

ペイジー納付とは
　パソコンや携帯電話から
のインターネットバンキング
や銀行ＡＴＭを利用し、金
融機関の営業時間外でも
納付できます。ペイジーの
使い方など、詳しくは、次の
各 をご覧ください。
▽ペイジーの使い方　
http：//www.pay-easy.j
p/index.html
▽対応金融機関など　市
。

HP

HP

タイプB タイプA

普通徴収（納付書または口座振替）

ご確認ください タイプC

事
業
所
得
、
不
動
産
所
得

な
ど
の
所
得
が
あ
る
人

プ
イ
タ

A
へ

は
く
し
詳

※

所
得
内
容
や
年
齢
な
ど
に
よ
り
、２
つ
以
上
の
タ
イ
プ
で
納
付
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

均等割・
所得割と
もにかか
りません

均等割が
かかりま
すが、所
得割はか
かりません

▽扶養親族のいない
人で、前年中の総所
得金額等(※3)が35
万円以下
▽扶養親族のいる人
で、前年中の総所得
金額等が「35万円×
（本人＋控除対象配
偶者＋控除対象扶養
親族の数＋年少扶養
親族の数）＋32万円」
以下

▽今年１月１日現在、
生活保護法による生
活扶助を受けていた
▽障がい者、未成年
者、寡婦または寡夫
で、前年中の合計所
得金額(※2 )が125
万円以下

本市に家屋敷、
事業所や事務
所がある

均等割がかか
ります（左下の
図の家屋敷課
税・事業所課税
を参照）

　 円

こちらにも注目

今年１月１日現在、本市に住んでいた

本市への
納税義務
はありま
せん

均等割・所得割
ともにかかりま
す

スタートはい
いいえ

■平成29年度から引き続き、年金から引き落と
しになる人（継続）

12月 平成31年
２月

納付
方法

年金からの特別徴収（引き落とし）
全6回

仮　徴　収 本　徴　収

徴収月 ４月 ６月 ８月 10月

税　額
平成29年度の年税額の
半分の額を、3回に分け
て4・6・8月に引き落とし

年税額から仮徴収税額を
差し引いた残りの額を、3
回に分けて10・12月、平
成31年2月に引き落とし

■平成30年度から新たに(改めて)、年金から引
き落としになる人（１０月開始）

12月 平成31年
２月10月

納付
方法
納付・
徴収月

税　額
年税額の半分の額を、2回
に分けて6・8月に、納付書
または口座振替などで納付

6月
（1期）

8月
（2期）

普通徴収（納付書または
口座振替など）

年税額の残り半分の額を、
3回に分けて10・12月、平
成31年2月に引き落とし

年金からの特別徴収（引
き落とし）全３回

平成30年度の65歳以上の人の
公的年金に関わる

市民税・県民税の納付方法

ペイジー納付とは

タイプB タイプA

ご確認ください

納
付
書
や
口
座
振
替
で

納
め
て
く
だ
さ
い

会
社
な
ど
で
給
与

所
得
が
あ
る
人

原
則
、給
与
か
ら

差
し
引
か
れ
ま
す

年
金
所
得
が
あ
る
人

原
則
、年
金
か
ら

引
き
落
と
さ
れ
ま
す

　パソコンや携帯電話から
のインターネットバンキング
や銀行ＡＴＭを利用し、金
融機関の営業時間外でも
納付できます。ペイジーの
使い方など、詳しくは、次の
各　 をご覧ください。
▽ ペイジーの使い方　
http：//www.pay-easy.j
p/index.html
▽対応金融機関など　市
　 。

HP

HP

あなたはどのタイプ？

特別徴収（差し引きまたは引き落とし）

個人市民税・県民税は、前年１年間の
所得に対して、今年１月１日に住所のあ
る市町村で課税になります。均等な税
額である「均等割」と個人の所得に応じ
て課税になる「所得割」があります。
均等割・所得割が課税になるかは、下
の表で確認してください。

▽扶養親族のいない
人で、前年中の合計
所得金額が32万円
以下
▽扶養親族のいる人
で、前年中の合計所
得金額が「32万円×
（本人＋控除対象配
偶者＋控除対象扶養
親族の数＋年少扶養
親族の数）＋19万
円」以下

　市
民
税・県
民
税
に
つ
い
て
、ど
の
く
ら
い
ご
存
じ
で
す
か
。

　平
成
30
年
度
の
個
人
市
民
税・県
民
税
の
納
税・税
額
決
定
通
知
書

と
課
税
明
細
書
を
発
送
し
ま
す
。

　内
容
を
ご
確
認
い
た
だ
く
と
と
も
に
、意
外
と
知
ら
な
い
市
民
税・

県
民
税
に
関
す
る
知
識
を
深
め
て
み
ま
せ
ん
か
。

忘
れ
ず
に
納
め
ま
し
ょ
う

個
人
の
市
民
税・県
民
税
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特
集
④

ペ
ー
ジ
番
号
を
市

　の
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
で
入
力
し
て
み
よ
う
。

関
連
ペ
ー
ジ
が
見
ら
れ
る
よ
。

HP

※4　総所得金額　利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、総合課税の譲渡所得、雑
所得、一時所得の金額の合計額。
◎この特集についての問い合わせは、市民税課☎（632）2217へ。

覧
く
だ
さ
い
）。

年
金
所
得
に
関
わ
る
特
別
徴

収
が
中
止
に
な
る
場
合
は
ど
ん

な
時
？

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

人
で
す
。
①
公
的
年
金
か
ら
所

得
税
、
介
護
保
険
料
な
ど
を
差

し
引
い
た
残
り
の
額
が
、
年
金

所
得
に
関
わ
る
市
民
税
・
県
民

税
の
税
額
よ
り
少
な
い
②
市
民

税
・
県
民
税
の
税
額
変
更
に
よ

り
、
引
き
落
と
し
で
き
な
い
額

に
な
っ
た
③
死
亡
し
た
。

　
65
歳
未
満
（
※
1
）
の
年
金

所
得
に
関
わ
る
市
民
税
・
県
民

税
は
ど
う
な
る
の
？

会
社
な
ど
に
勤
務
す
る
人
は

税
・
県
民
税
申
告
書
で
、
給
与

以
外
の
所
得
に
関
わ
る
税
額
に

つ
い
て
、「
自
分
で
納
付
」
を

選
択
し
た
人
は
、
年
金
所
得
に

関
わ
る
市
民
税
・
県
民
税
は
普

通
徴
収
と
な
り
ま
す
。

原
則
、
給
与
か
ら
差
し
引
か
れ

ま
す
。

　

そ
れ
以
外
の
人
は
、
納
付
書

ま
た
は
口
座
振
替
な
ど
で
納
付

し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
確
定
申
告
書
や
市
民

　

そ
れ
以
外
の
人
の
年
金
所
得

に
関
わ
る
市
民
税
・
県
民
税
は
、

納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
な
ど

で
納
め
て
く
だ
さ
い
。

対
象
に
な
る
年
金
は
？

老
齢
基
礎
年
金
・
老
齢
年

金
・
退
職
年
金
な
ど
で
す
。

　

障
害
年
金
や
遺
族
年
金
な
ど
、

非
課
税
の
年
金
は
対
象
外
で
す
。

税
額
は
い
く
ら
な
の
？

納
税
・
税
額
決
定
通
知
書
を

ご
確
認
く
だ
さ
い
。

年
金
以
外
に
所
得
が
あ
る
場

合
も
引
き
落
と
さ
れ
る
の
？

い
い
え
。
給
与
所
得
や
事
業

所
得
な
ど
に
関
わ
る
税
額
は
、

給
与
か
ら
の
差
し
引
き
や
、
納

付
書
ま
た
は
口
座
振
替
な
ど
で

納
め
て
く
だ
さ
い
（
8
ペ
ー
ジ

の
タ
イ
プ
A
・
タ
イ
プ
B
を
ご

　

年
金
所
得
に
関
わ
る

　

特
別
徴
収

　

65
歳
以
上
（
※
1
）
の
人
の

年
金
所
得
に
関
わ
る
市
民
税
・

県
民
税
は
、
年
金
支
給
時
に
年

金
の
支
払
者
が
、
税
額
を
年
金

か
ら
引
き
落
と
し
、
納
税
者
に

代
わ
っ
て
納
め
ま
す
。
納
付
の

方
法
は
、
下
の
表
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

年
金
か
ら
の
引
き
落
と
し
対

象
に
な
る
の
は
ど
ん
な
人
？

次
の
全
て
に
該
当
す
る
人
で

す
。
①
65
歳
以
上
（
※
1
）
②

平
成
29
年
中
に
支
払
わ
れ
た
公

的
年
金
な
ど
の
所
得
に
関
わ
る

市
民
税
・
県
民
税
が
課
税
に
な

る
③
介
護
保
険
料
の
特
別
徴
収

の
対
象
。

65
歳
未
満（※

1
）の

年
金
受
給
者
の
み
な
さ
ん
へ


